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図表①　2015年家計調査二人以上世帯収入に占める推計消費税負担額の割合（税率８％）

図表②

図表③

国税三税の推移（実額） 大企業・大資産家にはドンドン減税

１医療機関あたりの消費税負担割合（平均）

１医療機関あたりの消費税負担額（平均）

　

消
費
税
が
導
入
さ
れ
て
30

年
目
で
す
。
消
費
税
が
医
療

環
境
を
悪
化
さ
せ
て
い
ま

す
。
先
頃
、
マ
レ
ー
シ
ア
で

は
商
品
サ
ー
ビ
ス
税
（
日
本

の
消
費
税
）
の
廃
止
を
選
挙

公
約
に
掲
げ
た
マ
ハ
テ
ィ
ー

ル
元
首
相
が
率
い
る
野
党
連

合
が
勝
利
し
、
マ
ハ
テ
ィ
ー

ル
新
政
権
は
公
約
ど
お
り
、

６
月
１
日
か
ら
税
率
を
６
％

か
ら
０
％
に
し
、
消
費
税
を

１ 

．
中
小
事
業
者
の
経
営
力

を
奪
っ
て
い
る
消
費
税

事
実
上
廃
止
し
ま
し
た
。
消

費
税
が
物
価
高
騰
を
招
き
、

中
小
事
業
者
の
事
務
負
担
や

滞
納
も
大
き
な
問
題
と
な

り
、
国
民
の
不
満
の
的
に
な

っ
て
い
た
よ
う
で
す
。
日
本

の
消
費
税
も
同
じ
よ
う
な
状

況
下
に
あ
り
、
消
費
税
増
税

の
世
論
調
査
で
は
常
に
60
％

が
反
対
で
す
。

　

消
費
税
が
医
療
環
境
を
悪

化
さ
せ
て
い
る
問
題
を
、
い

く
つ
か
の
観
点
か
ら
考
え
て

み
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

消
費
税
の
納
税
義
務
者
は

事
業
者
で
す
。
事
業
者
の
約

４
割
が
消
費
税
を
納
税
す
る

課
税
事
業
者
、
残
り
約
６
割

は
消
費
税
の
納
税
が
免
除
さ

れ
て
い
る
免
税
事
業
者
で

す
。
課
税
事
業
者
は
売
上
に

含
ま
れ
て
い
る
消
費
税
か
ら

仕
入
に
含
ま
れ
て
い
る
消
費

税
を
控
除
し
て
、
残
額
の
消

費
税
を
税
務
署
に
納
税
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の

た
め
、
売
上
に
消
費
税
を
上

乗
せ
し
て
販
売
等
を
し
ま

す
。
こ
れ
を
消
費
税
の
転
嫁

と
呼
ん
で
い
ま
す
。
転
嫁
と

は
相
手
に
消
費
税
分
を
負
担

さ
せ
る
こ
と
で
す
。
免
税
事

業
者
も
仕
入
に
含
ま
れ
る
消

費
税
を
負
担
し
て
い
ま
す
。

し
た
が
っ
て
、
消
費
者
な
ど

の
相
手
先
は
転
嫁
に
よ
っ
て

消
費
税
の
負
担
者
に
な
る
の

で
す
。
消
費
税
は
事
業
者
に

預
け
る
税
金
で
も
、
事
業
者

が
預
か
る
税
金
で
も
あ
り
ま

せ
ん
。
消
費
税
は
事
業
者
の

売
上
に
か
か
る
税
金
で
、
実

態
は
事
業
者
の
売
上
税
で

す
。
そ
し
て
、
消
費
税
の
転

嫁
は
事
業
者
対
事
業
者
、
事

業
者
対
消
費
者
の
力
関
係
で

決
ま
り
ま
す
。
転
嫁
力
の
弱

い
中
小
事
業
者
は
消
費
税
を

自
己
負
担
さ
せ
ら
れ
、
経
営

を
弱
体
化
さ
せ
て
い
ま
す
。

２ 
．
庶
民
の
消
費
力
を
奪
っ

て
い
る
消
費
税

　

一
方
、
消
費
税
は
収
入
が

多
い
世
帯
ほ
ど
、
負
担
割
合

が
低
く
な
る
逆
進
的
な
税
に

な
っ
て
い
ま
す
（
図
表
①
参

照
）。
消
費
税
の
負
担
割
合

は
、
年
間
２
０
０
〜
２
５
０

万
円
の
世
帯
が
７
・
７
％
と

最
も
高
く
、
１
５
０
０
万
円

以
上
の
世
帯
は
２
・
２
％
し

か
負
担
し
て
い
ま
せ
ん
。
負

担
割
合
が
累
進
的
に
な
る
税

が
公
平
で
、
消
費
税
は
不
公

平
な
税
で
す
。
低
所
得
者
層

の
収
入
は
ほ
と
ん
ど
が
生
活

費
に
費
や
さ
れ
ま
す
。
税
を

負
担
す
る
能
力
に
乏
し
い
庶

民
は
、
所
得
に
関
係
な
く
負

担
を
求
め
ら
れ
る
消
費
税
で

消
費
力
が
奪
わ
れ
て
い
ま

す
。
あ
る
後
期
高
齢
者
が

「
医
者
に
か
か
る
こ
と
が
増

え
て
き
た
が
、
手
取
り
の
年

金
が
減
り
、
医
者
に
も
か
か

れ
な
く
な
っ
て
き
た
。」
と

嘆
い
て
い
ま
し
た
。
小
中
高

校
生
の
未
受
診
が
大
き
な
問

題
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
そ

の
理
由
に
「
経
済
的
困
難
」

が
あ
り
、
消
費
税
が
「
経
済

　

消
費
税
は
「
福
祉
の
た

め
、
社
会
保
障
の
た
め
」
と

し
て
１
９
８
９
年
４
月
に
３

％
で
導
入
さ
れ
、
そ
の
後
も

同
様
の
理
由
で
５
％
、
８
％

へ
と
増
税
さ
れ
て
き
ま
し

た
。
し
か
し
、
医
療
、
年

金
、
介
護
、
生
活
保
護
な
ど

社
会
保
障
は
、
同
時
進
行
で

保
険
料
負
担
は
増
や
さ
れ
、

給
付
も
削
減
さ
れ
て
い
ま

す
。
図
表
②
を
見
れ
ば
、
消

費
税
が
何
に
使
わ
れ
て
き
た

か
が
よ
く
わ
か
り
ま
す
。
法

人
税
率
の
引
き
下
げ
、
所
得

税
・
住
民
税
の
最
高
税
率
の

　

医
療
機
関
も
事
業
者
で
あ

り
消
費
税
の
納
税
義
務
者
で

す
が
、
社
会
保
険
診
療
は
患

者
へ
の
消
費
税
負
担
を
回
避

す
る
た
め
、
消
費
税
は
非
課

税
で
す
。
そ
の
た
め
、
多
く

の
医
療
機
関
は
消
費
税
を
自

己
負
担
し
て
い
ま
す
。
そ
の

結
果
、
医
療
機
関
が
消
費
税

を
自
己
負
担
す
る
、
い
わ
ゆ

る
「
損
税
」
問
題
が
深
刻
で

す
。
図
表
③
は
保
団
連
経
税

部
が
２
０
１
８
年
６
月
14
日

に
発
表
し
た
「
消
費
税
負
担

　

来
年
10
月
に
予
定
さ
れ
て

い
る
消
費
税
率
10
％
へ
の
増

税
は
、
複
数
税
率
や
適
格
請

求
書
（
適
格
請
求
書
は
イ
ン

ボ
イ
ス
と
も
呼
ば
れ
、
登
録

番
号
付
き
請
求
書
の
こ
と
で

す
。
登
録
番
号
は
課
税
事
業

者
に
の
み
税
務
署
が
交
付
し

ま
す
。）
の
導
入
を
伴
い
、

医
療
環
境
は
さ
ら
に
悪
化
す

る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
一
定

の
飲
食
料
品
と
一
定
の
新
聞

は
消
費
税
率
が
８
％
に
据
え

置
か
れ
、
そ
の
他
は
す
べ
て

10
％
に
増
税
さ
れ
ま
す
。
増

税
規
模
は
年
間
４
・
６
兆

円
、
１
世
帯
当
た
り
年
間
６

・
２
万
円
の
国
民
負
担
増
と

額
概
算
調
査
結
果
」
の
資
料

で
す
。
こ
れ
を
見
ま
す
と
、

社
会
保
険
診
療
収
入
に
占
め

る
消
費
税
（
医
薬
品
、
診
療

材
料
費
、
諸
経
費
に
掛
か
っ

て
い
る
消
費
税
）
の
負
担
割

合
は
医
科
無
床
診
療
所
で
２

・
79
％
、
医
科
有
床
診
療
所

で
４
・
01
％
、
歯
科
診
療
所

で
は
２
・
31
％
で
す
。
ま

い
わ
れ
、
大
増
税
で
す
。
税

率
は
８
％
と
10
％
に
な
り
、

「
何
が
８
％
で
何
が
10
％

か
」「
店
頭
の
価
格
表
示
は

ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
」
な

ど
、
事
業
者
対
事
業
者
の
取

引
、
事
業
者
対
消
費
者
と
の

取
引
で
大
混
乱
に
陥
る
と
思

わ
れ
ま
す
。

　

そ
し
て
、
２
０
２
３
年
10

月
に
導
入
予
定
の
イ
ン
ボ
イ

ス
で
、
５
０
０
万
を
超
え
る

免
税
事
業
者
（
イ
ン
ボ
イ
ス

が
発
行
で
き
な
い
事
業
者
）

は
課
税
事
業
者
か
ら
イ
ン
ボ

イ
ス
の
発
行
を
求
め
ら
れ
た

場
合
、
課
税
事
業
者
を
選
択

し
て
発
行
す
る
の
か
否
か
の

　

現
在
、
国
と
地
方
の
税
収

は
年
間
約
１
０
０
兆
円
、
そ

の
う
ち
消
費
税
が
約
22
兆
円

を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
の
消

費
税
が
医
療
環
境
を
悪
化
さ

せ
て
き
ま
し
た
。「
福
祉
の

た
め
、
社
会
保
障
の
た
め
」

や
「
子
育
て
・
教
育
の
た

め
」
な
ど
を
口
実
に
増
税
さ

れ
れ
ば
、
医
療
環
境
は
さ
ら

に
悪
化
し
ま
す
。
医
療
環
境

を
好
転
さ
せ
る
道
は
、
消
費

税
依
存
か
ら
脱
却
し
、
応
能

負
担
の
税
制
に
転
換
し
、
応

能
負
担
の
税
収
で
国
や
地
方

自
治
体
の
福
祉
や
社
会
保
障

の
財
源
に
す
る
以
外
に
あ
り

ま
せ
ん
。 

（
終
わ
り
）

た
、
消
費
税
負
担
額
は
医
科

無
床
診
療
所
で
２
１
８
万

円
、
医
科
有
床
診
療
所
で
７

６
７
万
円
、
歯
科
診
療
所
で

は
１
０
６
万
円
に
上
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
消
費
税
の
「
損

税
」
で
医
療
機
関
の
経
営
が

圧
迫
さ
れ
、
医
療
環
境
が
悪

化
し
て
い
ま
す
。

局
面
に
遭
遇
し
ま
す
。
課
税

事
業
者
を
選
択
し
な
け
れ
ば

取
引
か
ら
排
除
さ
れ
る
可
能

性
が
あ
り
、
課
税
事
業
者
を

選
択
す
れ
ば
消
費
税
を
納
税

す
る
必
要
が
出
て
き
ま
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
は
免
税
事
業
者

に
対
す
る
消
費
税
の
徴
税
強

化
策
で
す
。
多
く
の
開
業
医

は
免
税
事
業
者
と
考
え
ら
れ

ま
す
。
免
税
事
業
者
は
課
税

事
業
者
か
ら
健
康
診
断
な
ど

の
自
由
診
療
を
受
託
し
て
も

イ
ン
ボ
イ
ス
は
発
行
で
き
ま

せ
ん
。
開
業
医
も
選
択
を
迫

ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

的
困
難
」
を
生
み
出
し
て
い

る
と
見
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
患
者
層
の
多
数
を
占
め

る
中
小
事
業
者
や
庶
民
に
消

費
税
負
担
が
重
く
の
し
か
か

り
、
受
診
抑
制
と
い
う
医
療

環
境
の
悪
化
を
生
み
出
し
て

い
ま
す
。

引
き
下
げ
に
よ
る
大
企
業
や

富
裕
層
へ
の
減
税
で
、
税
収

が
大
幅
に
減
っ
て
い
ま
す
。

そ
し
て
、
消
費
税
負
担
の
増

大
で
消
費
不
況
が
進
行
し
、

中
小
事
業
者
や
庶
民
の
所
得

が
減
少
し
、
所
得
の
減
少
が

法
人
税
や
所
得
税
・
住
民
税

の
減
収
の
原
因
に
も
な
っ
て

い
ま
す
。
消
費
税
が
社
会
保

障
に
使
わ
れ
ず
に
、
大
企
業

や
富
裕
層
の
減
税
財
源
に
な

っ
て
い
る
と
こ
ろ
に
、
社
会

保
障
の
国
民
負
担
が
増
大

し
、
受
診
抑
制
に
拍
車
を
か

け
て
い
ま
す
。

税
理
士

清
家　

裕

経税部経税部
だよりだより

医
療
環
境
を
悪
化
さ
せ
て
い
る
消
費
税

は
じ
め
に

お
わ
り
に

受
診
抑
制
の
原
因
に
な
っ
て
い
る
消
費
税

受
診
抑
制
の
原
因
に
な
っ
て
い
る
消
費
税

社
会
保
障
に
使
わ
れ
て
い
な
い
消
費
税

社
会
保
障
に
使
わ
れ
て
い
な
い
消
費
税

消
費
税
の
「
損
税
」
で
医
院
経
営
を
圧
迫

消
費
税
の
「
損
税
」
で
医
院
経
営
を
圧
迫

適
格
請
求
書
で
選
択
を
迫
ら
れ
る
開
業
医

適
格
請
求
書
で
選
択
を
迫
ら
れ
る
開
業
医
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１世帯年間収入（万円）
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（出所）各年度決算。財務省HPより作成。
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出典： 消費税をなくす全国の会パンフレット『消費税10％中止、９条改憲をやめさせましょう』P4
（2018年３月）

出典： 消費税をなくす全国の会パンフレット『消費税10％中止、９条改憲をやめさせましょう』P17
（2018年３月）

出典： 保団連「消費税負担額概算調査結果」（2018年６月14日）
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所得税と住民税の最高税率の推移

年 所得税率（％） 住民税率
（％）

1984 70
（8,000万円超） 18

87 60
（5,000万円超） 18

88 同上 16

89 50
（2,000万円超） 15

95 50
（3,000万円超） 15

99 37
（1,800万円超） 13

2007 40
（1,800万円超） 10

15 45
（4,000万円超） 10

16 同上 10

18 同上 10

法人税の推移

年 税率
（％）

1984 43.3

87 42.0

89 40.0

90 37.5

98 34.5

99 30.0

2012 25.5

15 24.9

16 23.4

18 23.2


